
 

政策評価シート    ３－１ 未来を担う人材を育成する 

 

 

※目標達成状況 「達成」 ：目標達成率 100％以上  「概ね達成」：目標達成率 80%以上 100％未満   「未達成」 ：目標達成率 80％未満 
※目標達成率 ＝ （H29末値 - H26末値）／（H29目標値 - H26末値）×100 

１ 評価結果 

（１）客観指標（詳細は別添「行政活動実績評価シート」参照） 

   ・全１０指標中、目標達成・概ね達成をあわせ７指標（うち達成５指標、概ね達成２指標）、未 

    達成：３指標となった。 

⇒市の取組みは、全体としては進捗が見られたものの、必ずしも順調ではなかった。 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）市民アンケート 

ア 全体傾向 

・当事者（小中学生と同居している人。「政策評価シート３－１」において、以下同じ） 

の過半数が肯定的に評価した。 

⇒市民からは、市の取組みに対し、評価が得られた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｎｏ 指標名 単位 H26末値 H29目標値 H29末値 目標達成状況※

全国学力・学習状況調査における
全国平均正答率の比較　（小学生）

％ 1.8 1.8 1

　　　　　　　〃　　　　　　　　（中学生） ％ 1.9 1.8 0

千葉県運動能力証の合格率　（小学生） ％ 26.9 25.8 29.6

　　　　　　〃　　　　　　　　（中学生） ％ 26.3 24.2 26.8

53 読書の習慣のある児童の割合 ％ 45.2 50.0 48.1 未達成

不登校児童生徒の割合（小学生） ％ 0.46 0.55 0.59

　　　　　　〃　　　　　　　　（中学生） ％ 2.38 2.66 3.07

55 スクールカウンセラー相談件数 件 20,283 24,000 27,494 達成

56 スクールソーシャルワーカー対応事案数 件 29 120 102 概ね達成

57 学校セーフティウォッチャーの登録者数 人 26,855 24,200 25,800 達成

58 放課後子ども教室参加率 ％ 12.8 14.0 14.3 達成

59 学校支援地域本部支援件数 件 36 225 224 概ね達成

60 こどもの参画事業参加人数 人 331 440 445 達成

51 未達成

52 達成

54 未達成
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   肯定／否定と感じた理由 

主な項目 

  ○＋： 基礎学力、学校給食・食育 

  ○－： 考える力や表現力、キャリア教育、学習備品や設備、いじめや不登校への対策・対応、

相談体制が充実 

 

  

※このグラフは施策の柱の生活実感指標ごとに、肯定／否定と感じた理由を選択した割合を示す（複数回答）。 

「肯定」の母数は生活実感指標設問における肯定的回答者、「否定」の母数は同否定的回答者。 

（出典）H30年度千葉市まちづくりアンケート 

※当事者の否定割合 34.6％ 

※当事者の肯定割合 37.6％ 
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２ 分析・考察 

・市民アンケートで肯定／否定の選択の理由として挙げられた主な項目について、関連する指標、事業及

びその他の状況等を踏まえ、総合的に分析・考察する。 

（１）学力の向上 

  ア 基礎学力 

  イ 考える力や表現力 

（ア）市民アンケート結果 

    ・「基礎学力」については肯定的に評価された（選択割合：肯定 47.7％、否定 25.8%）。 

・「考える力や表現力」については、否定的に評価された（選択割合：否定 34.6％、肯定 21.0%）。 

（イ）関連する指標・事業・その他の状況 

①関連する客観指標 

・「全国学力・学習状況調査における全国平均正答率の比較（小学生）」：1%（目標：1.8%）[未達成] 

・「全国学力・学習状況調査における全国平均正答率の比較（中学生）」：0%（目標：1.8%）[未達成] 

     小学生で全国平均を上回ったものの、目標未達成。数値の構成要素は図表１のとおり。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （出典）文部科学省 

【図表１】問題別平均正答率一覧（％）全国・千葉市＜平成２０～平成２９年度＞ 

全国 千葉市 全国平均 全国 千葉市 全国平均
平均 平均 との 平均 平均 との

正答率 正答率 比較 正答率 正答率 比較

平成29年度 75 76 1.0 58 59 1.0
平成28年度 73 73 0.0 58 59 1.0
平成27年度 70.0 72.8 2.8 65.4 65.6 0.2
平成26年度 72.9 77.1 4.2 55.5 57.3 1.8
平成25年度 62.7 64.2 1.5 49.4 52.6 3.2
平成21年度 69.9 72.8 2.9 50.5 52.1 1.6
平成20年度 65.4 69.6 4.2 50.5 54.1 3.6

平成29年度 79 78 ▲ 1.0 46 48 2.0
平成28年度 78 77 ▲ 1.0 47 48 1.0
平成27年度 75.2 76.4 1.2 45.0 47.5 2.5
平成26年度 78.1 79.8 1.7 58.2 60.6 2.4
平成25年度 77.2 78.5 1.3 58.4 62.3 3.9
平成21年度 78.7 81.6 2.9 54.8 58.6 3.8
平成20年度 72.2 75.0 2.8 51.6 55.7 4.1

平成29年度 77 77 0.0 72 72 0.0
平成28年度 76 77 1.0 67 68 1.0
平成27年度 75.8 77.6 1.8 65.8 67.2 1.4
平成26年度 79.4 80.7 1.3 51.0 53.0 2.0
平成25年度 76.4 77.7 1.3 67.4 70.7 3.3
平成21年度 77.0 78.5 1.5 74.5 76.7 2.2
平成20年度 73.8 74.3 0.5 60.8 63.2 2.4

平成29年度 65 64 ▲ 1.0 48 49 1.0
平成28年度 62 62 0.0 44 45 1.0
平成27年度 64.4 65.5 1.1 41.6 44.9 3.3
平成26年度 67.4 68.3 0.9 59.8 61.6 1.8
平成25年度 63.7 65.7 2.0 41.5 45.0 3.5
平成21年度 62.7 64.1 1.4 56.9 59.8 2.9
平成20年度 63.1 63.4 0.3 49.2 51.3 2.1

※平成28年度より平均正答率は整数値で公表

※平成22・24年度は抽出校の調査のため経年変化には加えていない。
　平成23年度は東日本大震災のため未実施

中
学
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国
語

数
学
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学
校

「知識」に関するＡ問題 「活用」に関するＢ問題

国
語

算
数
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地方公共団体 Ｈ２９年度

横浜市 小1、中１

川崎市 小2、中１

相模原市 小－4、中－1

さいたま市 小2、中3

千葉市 小1,中0

 ・算数・数学Ａ問題（知識）について、小学生・中学生とも全国平均を下回っている。 

・経年推移をみると、全国平均との差は縮小傾向にある（図表１）。 

 ・首都圏政令市に比べ、やや低い状況（図表２）。 

  【図表２】近隣政令市との比較（H29年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

②関連する事業 

 （計画事業） 

・「学力向上サポーターの拡充」：35人（目標：35人）[達成] 

    ・「小中連携教育の推進」：研究校 小１校、中１校（目標：研究校 小１校、中１校）[達成] 

    ・「情報教育機器の整備・充実（タブレットＰＣの整備）」：40台（目標：235台） 

     次期千葉市教育情報ネットワーク（CABINET）統合システム更新に向けた整備計画策定にお

いて、事業計画を精査しながら H30年度以降の実施について検討することとした。 

    ・「学校図書館活性化の推進」：学校図書の購入（目標：学校図書の購入）[達成] 

 （計画外事業） 

・「学力向上アクションプラン」 

H26：実施校なし → H29：アクションプランの作成・実践モデル校６校 

・「音楽教育充実のための非常勤講師」：H29：24人（37校） 

・「理数教育サポーター・理科教育サポーターの派遣」 

     H26：理科支援員派遣 32人  

→H29：理数教育サポーター70人（70校）、理科教育サポーター20人（20校） 

理科室を使った実験等を実施しており、理科の点数向上や生徒の意欲向上につながっている。  

（ウ）考察 

・市民は学力向上のうち、「基礎学力」について肯定的に評価しており、長年にわたり「わか

る授業」を目標に取り組んできたことに加え、理数教育サポーター、音楽教育のための非常

勤講師の配置などによるきめ細やかな指導を行っていることなどが肯定的実感につながっ

たものと考えられる。 

 ・ただし、全国学力・学習状況調査をみると、本市は概ね全国平均レベルであり、特に算数で

は基礎的学力に課題があることから、継続的に学力の底上げを図ることが必要。 

 

（出典）文部科学省から公表された全国学力 

・学習状況調査結果に基づき教育指導課で作成 
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・また、「考える力や表現力」については、否定的に評価された。千葉市学力状況調査の意識

調査によると、「黒板の内容をきちんとノートにとる」と回答した小中学生の割合は９割を

超えているが、「自分の考えや感想をノートに書く」という回答は、小学生で７～８割、中

学生では６割と下がっている。まじめに粘り強く授業に取り組んでいる反面、考えを表出し

たり、まとめたりすることが不得手と感じている児童生徒も多い。主体的に活動に取り組ん

だり、協働的に学んだりする経験を積み重ねていけるような授業の工夫改善が必要である。 

 

（２）豊かな人間性の育成 

ア キャリア教育 

（ア）市民アンケート結果 

 ・否定的に評価された（選択割合：否定 25.4%、肯定 3.1%）。 

（イ）関連する指標・事業・その他の状況 

①関連する客観指標 

設定なし 

②関連する事業 

    （計画外事業） 

    ・「小学生のものづくり体験」（県職業能力開発協会との連携） 

    ・「中学校職場体験先の拡充」（千葉労働局との連携） 

    〇「教員の資質向上」 

・キャリア教育主任（小中特支 167名）の選任、研修会開催 

      ・中堅教諭の社会体験研修（市内企業との連携） 

      ・専門学科（機械・電子工業等）の理解を深める研修（県立京葉工業高校との連携） 

    ・「ちばっ子商人育成スクール（キッズアントレプレナーシップ）の拡充」 

     973人／年（目標：560人／年） 

③その他の状況 

 ・H29年 3月に、「将来の本市を担う人材育成」という観点から、発達段階ごとに新たなキャリ

ア教育の在り方、今後の取組みの方向性について定める「千葉市キャリア教育実施方針」を

策定。 

（ウ）考察 

・小中学校では、「千葉市キャリア教育実施方針」の策定以降、関係機関との連携によりキャ

リア教育の充実を徐々に図ってきているところであるが、対象者（学年など）が限定的であ

ること、また保護者参観では小学校の地元企業への職場訪問体験を目にすることなどから、

その変化が保護者や市民に広く認知されているとは考えにくい。肯定的回答の選択割合が

3.1％と極端に低いことを踏まえると、本市のキャリア教育の内容に対する評価というより

も、認知度の低さが影響している可能性がある。 
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    ・本市では、求人について、技術系が多く事務系が少ない一方、求職は事務系が多く、需給の

ミスマッチが生じている。そのため、小中学生の段階から、職業の選択肢のひとつとして、

技術系職業に対する理解や関心を高めていくことが必要。 

 

（３）体力の向上・健康の増進 

 ア 学校給食・食育 

（ア）市民アンケート結果 

 ・肯定的に評価された（選択割合：肯定 43.6%、否定 19.7%）。 

①関連する客観指標 

設定なし 

②その他の状況 

・小学校、特別支援学校の給食 ⇒ 自校方式（111校、2校） 

・中学校の給食 ⇒ 学校給食センター方式(3センター） 

・市内産農産物を積極的に組み入れた共通メニューを実施。 

・地産地消などの観点から、毎年 10月から 12月の期間は千葉市産の新米（コシヒカリ）を米

飯に使用している。 

（イ）考察 

    ・首都圏政令指定都市で唯一、全小学校に栄養教諭を配置し、自校方式を取るなどの取組みが

市民の肯定的実感につながったものと考えられる。 

 

（４）学習・生活環境 

  ア 学習備品や設備 

（ア）市民アンケート結果 

・否定的に評価された（選択割合（当事者）：否定 34.6％、肯定 13.6%）。 

①関連する客観指標 

設定なし 

②関連する事業 

    （計画事業） 

 〇「学校施設の環境整備」 

     ・計画保全：大規模改修 小学校７校、中学校１校（目標：小学校１７校、中学校３校） 

           外壁改修 小学校２９校、中学校８校（目標：小学校３２校、中学校３校） 

           屋上防水改修 小学校０校、中学校０校（目標：小学校１校、中学校４校） 

     ・トイレ改造：小学校 １１校（目標：２０校） 

            中学校 ２校（目標：６校） 

            特別支援学校 １校（目標：１校） 
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     ・音楽室等エアコン整備：小学校 ０校（目標：３０校） 

                 中学校 ４９校（目標：５４校） 

                 特別支援学校 ３校（目標：３校） 

〇「学校施設の安全確保」 

 ・校舎耐震対策：小学校 １２校（目標：１３校） 

         中学校 ４校（目標：４校） 

         特別支援学校 １校（目標：１校） 

 ・屋内運動場耐震対策：小学校 ２９校（目標：２９校） 

            中学校 ２３校（目標：２３校） 

            高等学校 ２校（目標：２校） 

           特別支援学校 １校（目標：１校） 

    〇「新設特別支援学級等設備の充実」 

 ・備品整備：小学校 １６校（目標：１５校） 

       中学校 ９校（目標：３校） 

 ・貸出用備品整備：階段昇降機 ０台（目標：９台） 

          ＦＭ補聴器 ０台（目標：１０台） 

          移動用軽量折りたたみ式スロープ ０台（目標：６台） 

  →エレベーターの設置が進み、階段昇降機の貸出要望が減ったことや H28年 4月 

   施行の障害者差別解消法により、貸出用備品について精査することとしたため。 

    ・「学校防犯対策の推進」[達成] 

     防犯カメラシステムの設置：９校（目標：９校） 

③その他の状況 

・本市では、耐震改修やトイレ改修、特別教室のエアコン設置などを優先して実施してきたが、

H30 年夏の猛暑を受け、普通教室のエアコン設置が全国的に大きな話題となり、本市でも多

くの要望を受けたことを踏まえ、設置作業を進めており、令和２年６月末までに全小中学校

へ設置を完了する予定である。 

 

（ウ）考察 

・本市の小中学校は、多くが S40～50年代の児童急増期に建設されたものであり、これまで校

舎等の耐震改修や老朽化対応に優先的に取り組み、児童生徒の安全確保や快適な環境整備に

努めてきたところである。 

・否定的な評価の具体的な理由はアンケートでは把握できないものの、親世代から見れば、自

らも学んだ頃の校舎の様子と大きな変化がないこと、また H30年夏の普通教室エアコン設置

に係る一連の報道などが、市民の否定的な実感に影響を与えた可能性がある。 
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（５）子ども一人ひとりの状況に応じたきめ細かい支援 

ア いじめや不登校への対策・対応 

イ 相談体制が充実 

（ア）市民アンケート結果 

  ・いずれも否定的に評価された。 

   「いじめや不登校への対策・対応」（選択割合：否定 35.7%、肯定 8.6%） 

    ※当事者の選択割合：否定 23.5％（全体回答から 12.2ポイント低下）、肯定 12.9％ 

「相談体制が充実」（選択割合：否定 28.0%、肯定 8.2%） 

 ※当事者の選択割合：否定 23.5％、肯定 9.3％ 

 

（イ）関連する指標・事業・その他の状況 

①関連する客観指標 

・「不登校児童生徒の割合」[未達成] 

【小学生】0.59%（目標：0.55%） 【中学生】3.07%（目標：2.66%） 

ともに H26末値より減少を目標としたが、増加した。 

不登校児童生徒数の推移をみると、H26年度以降、継続的に増加（図表３）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・「スクールカウンセラー（以下、ＳＣ）相談件数」：27,494件（目標：24,000件）[達成] 

 児童生徒数が減少傾向にある中、相談件数は増加（図表４）。 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）教育支援課調べ 

 

（出典）教育支援課調べ 

 

【図表４】 スクールカウンセラーの相談件数 

【図表３】 市内小中学校の不登校児童・生徒数の推移（人） 
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・「スクールソーシャルワーカー（以下、ＳＳＷ）対応事案数」：102件（目標：120件）[概ね達成] 

  小中学校とも増加傾向。派遣申請理由では、不登校、家庭環境の問題ともに増加（図表５）。 

  【図表５】派遣申請理由 

 

 

 

 

 

 

 

②関連する事業 

    （計画事業） 

・ＳＳＷの拡充：４人（目標：４人）[達成] 

（計画外事業） 

・ＳＣ活用事業 

  H26：全中学校配置、小学校５校・教育センター配置（派遣方式） 

  → H29：全中学校配置、小学校４０配置（拠点・巡回方式） 

（ウ）考察 

・児童生徒が抱える学校や家庭環境での悩みの多さや深刻さが、不登校率の上昇、ＳＣ相談件

数、ＳＳＷの対応事案数の増加に象徴的に表れている。 

・このような状況を踏まえ、市ではＳＣ・ＳＳＷの拡充など相談体制の充実を図ってきた。 

・一方、市民からは、両項目とも否定的に評価された。具体的な理由はアンケートからは把握

できないものの、「いじめや不登校への対策・対応」について、全体回答が当事者よりも否

定傾向が強いことを踏まえると、学生生活を送る子ども本人を見ている当時者のほうが学校

現場への不満が少ないと考えられること、また、いじめ関連の報道等が全体回答に影響を与

えている可能性が考えられる。 

・児童生徒へのアプローチが確実にできるような体制整備に加え、福祉部門との一層の連携な

ど、複雑化する悩みへの対応強化が必要。 

 

（６）地域社会の支援 

ア 登下校時の見守りなど地域の人の関わり 

（ア）市民アンケート結果 

  ・肯定的に評価された（選択割合：肯定 37.3％、否定 21.4％）。 

※当事者の選択割合：肯定 37.6%、否定 16.2%（否定が全体回答から 5.2ポイント低下し、 

肯定と否定の割合の差が 21.4ポイントに拡大） 

 

（出典）教育支援課調べ 
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政策評価シート    ３－１ 未来を担う人材を育成する 

 

 

（イ）関連する指標・事業・その他の状況 

①関連する客観指標 

・「学校セーフティウォッチャーの登録者数」：25,800人（目標：24,200人）[達成] 

 児童生徒数の減少に伴い、H26 末 26,855 人から減少する前提の目標設定であったが、地域  

の協力者が微増となったこともあり、目標値を上回った（図表６）。 

 【図表６】登録者数における保護者・地域協力者の状況                      （出典）学事課調べ 

 

・「学校支援地域本部支援件数」：224件（目標：225件）[概ね達成] 

 地域・保護者の支援による教育環境の整備について、学校支援地域本部の設置拡大（本部設

置数 H26：2件 → H29：26件）に伴い、支援件数も増加。 

 また支援内容をみると、学習支援を中心としつつ徐々に分野の広がりを見せている（図表 7）。 

  【図表７】支援の実施状況の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）学事課調べ 
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政策評価シート    ３－１ 未来を担う人材を育成する 

 

 

②関連する事業 

    （計画事業） 

・「学校支援地域本部の推進」：16校（目標：5校） 

 学校や地域の状況を確認し、学校や学校を支える組織である学校評議員に丁寧な説明をする

ことで、新設置校を増やすことができた。 

 

（ウ）考察 

・セーフティウォッチャーの活動や、学校支援地域本部による学習支援や環境整備、登下校時

の見守り活動などが、市民の肯定的な実感につながったものと考えられる。とりわけ、セー

フティウォッチャーについては、その活動が日常的に市民の目に触れることが、実感のしや

すさにつながった可能性がある。加えて、全体回答よりも当事者のほうが否定的回答の選択

割合が下がっていることを踏まえると、保護者として活動に参加している実感とともに地域

協力者の支援をより強く実感していることが考えられる。 
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政策評価シート    ３－２ 生涯を通じた学びとスポーツ活動を支える 

 

 

※目標達成状況 「達成」 ：目標達成率 100％以上  「概ね達成」：目標達成率 80%以上 100％未満   「未達成」 ：目標達成率 80％未満 
※目標達成率 ＝ （H29末値 - H26末値）／（H29目標値 - H26末値）×100 

１ 評価結果 

（１）客観指標（詳細は別添「行政活動実績評価シート」参照） 

   ・全７指標中、目標達成：４指標、未達成：３指標となった。 

   ・未達成のうち、「１人あたり貸出図書冊数」及び「ホ―ムタウンチームとの連携事業応募者数」

は、増加を目標としたが、減少した。 

⇒市の取組みは、全体として進捗が見られたものの、必ずしも順調ではなかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪生涯学習≫  ４指標中、目標達成：２指標（No63、64）、 未達成：２指標（No61、62） 

≪スポーツ≫  ３指標中、目標達成：２指標 (No65、67)、 未達成：１指標 (No66) 

 

（２）市民アンケート 

ア 全体傾向 

≪生涯学習≫ 

・市民の４割弱が肯定的に評価した。 

 

 

 

 

≪スポーツ≫ 

・市民の半数弱が肯定的に評価した。 

 

 

 

 

  ⇒市民からは、市の取組みに対し、ある程度の評価が得られた。 

 

Ｎｏ 指標名 単位 H26末値 H29目標値 H29末値 目標達成状況※

61 公民館稼働率 ％ 45.2 47.3 46.8 未達成

62 1人あたり貸出図書冊数 冊 5.0 5.4 4.7 未達成

63 千葉市科学館入場者数 人 352,373 425,500 435,113 達成

64 生涯学習センター稼働率 ％ 51.5 53.4 62.8 達成

65 スポーツ・レクリエーション活動の参加者数 人 4,449,333 4,478,000 4,502,103 達成

66 ホームタウンチームとの連携事業応募者数 人 9,037 10,000 7,885 未達成

67 パラスポーツ大会観戦者 ％ - 7.5 7.9 達成
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政策評価シート    ３－２ 生涯を通じた学びとスポーツ活動を支える 

 

 

イ 肯定／否定と感じた理由 

≪生涯学習≫  

主な項目 

  ○＋：市立図書館 

  ○－：趣味に関するもの、仕事や資格取得に役立つもの、公民館 

 

 

  

※このグラフは施策の柱の生活実感指標ごとに、肯定／否定と感じた理由を選択した割合を示す（複数回答）。 

「肯定」の母数は生活実感指標設問における肯定的回答者、「否定」の母数は同否定的回答者。 

（出典）H30年度千葉市まちづくりアンケート 
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政策評価シート    ３－２ 生涯を通じた学びとスポーツ活動を支える 

 

 

≪スポーツ≫ 

主な項目 

  ○＋：野球場、テニスコート、地元スポーツチームの試合を観戦できる機会 

  ○－：体育館、プール、スポーツイベント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※このグラフは施策の柱の生活実感指標ごとに、肯定／否定と感じた理由を選択した割合を示す（複数回答）。 

「肯定」の母数は生活実感指標設問における肯定的回答者、「否定」の母数は同否定的回答者。 

（出典）H平成 30年度千葉市まちづくりアンケート 
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政策評価シート    ３－２ 生涯を通じた学びとスポーツ活動を支える 

 

 

講座数 受講者数 講座数 受講者数 講座数 受講者数 講座数 受講者数
　家庭教育・家庭生活 326 15,321人 308 13,277人 256 10,466人 281 12,139人

　現代的課題 126 5,623人 132 4,621人 115 3,691人 119 5,407人
　趣味・教養 345 13,307人 374 14,794人 345 14,606人 366 12,760人
　市民意識（郷土） 8 370人 11 436人 32 999人 9 317人
　ボランティア・人材育成 7 246人 6 133人 7 393人 8 227人
　その他 4 9,120人 7 2,584人 8 7,512人 4 6,082人

合　　　　計 816 43,987人 838 35,845人 763 37,667人 787 36,932人

一講座当たりの受講者数 54人 43人 49人 47人

区分
H26 H27 H28 H29

２ 分析・考察 

・市民アンケートで肯定／否定の選択の理由として挙げられた主な項目について、関連する指標、 

事業及びその他の状況等を踏まえ、総合的に分析・考察する。 

≪生涯学習≫ 

（１）学びたい講座やイベントの機会 

  ア 趣味に関するもの 

  イ 仕事や資格取得に役立つもの 

（ア）市民アンケート結果 

・いずれも、否定的に評価された。 

（選択割合：【趣味…】否定 50.5％、肯定 45.2% 【仕事や資格…】否定 32.0％、肯定 6.4%） 

 ただし、【趣味…】は、肯定的回答の理由としての選択割合も高い。 

・【仕事や資格…】の年代別内訳をみると、６０代以降 10～20%台であるのに対し、１０代～５

０代では 30%～40%台に達している。 

（イ）関連する指標・事業・その他の状況 

①関連する事業 

    （計画外事業） 

生涯学習センターや公民館等で、各種講座を実施している。 

    （公民館） 

・講座数、受講者数は、年度によりバラつきが見られるものの、一講座当たりの受講者数は

ほぼ横ばいで推移している（図表１）。 

・公民館は、人づくり・つながりづくり・地域づくりを役割としているが、市民意識（郷土）

にかかる講座が少ない。 

・公民館の主催講座は平日昼間に実施されていることが多く、利用者は心のふれあい、生き

がいづくり、地域づくり等のニーズが高い。実施されている講座は、子育てや栄養・料理、

健康講座などの家庭教育・家庭生活や、コーラスや楽器演奏、歴史探訪などの趣味・教養

及び、人権教育や福祉（手話、介護等）などの現代的課題が中心であり、仕事や資格取得

に役立つことを主な目的とした講座は少ない。 

    【図表１】（公民館主催講座）事業分野別一覧 

      

 

 

 

 

 

 

                               （出典）生涯学習振興課調べ 
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政策評価シート    ３－２ 生涯を通じた学びとスポーツ活動を支える 

 

 

    （生涯学習センター） 

     ・生涯学習センターの主催講座、市民による主催講座、ともに講座数は横ばいで推移してい

る。 

     ・仕事や資格取得に役立つことを主な目的とした講座は、キャリア教育の支援として実施し

ているが、講座数は少ない。 

     ・生涯学習センターの主催講座は、パソコン学習講座などのメディア学習事業に関する講座

の実施数が最も多く、ついで、学習ボランティア活動の支援などの指導者の養成に関する

講座の実施数が多くなっている。 

 

   【図表２】（生涯学習センター）事業分野別一覧 

 

（出典）生涯学習振興課調べ 

   

H27実績 H28実績 H29実績

ちばカレッジ 2 2 2

現代的課題学習 70 67 67

郷土に関する事業 15 15 13

小計 87 84 82

生涯学習指導者研修 17 15 17

学習ボランティア活動の支援 101 102 110

ボランティアセンターの運営 3 22

研修生等の受け入れ 13 9 8

小計 131 129 157

パソコン学習講座 117 98 101

視聴覚事業 91 92 122

メディアリテラシーに関する講座 2 2 2

情報端末機器に関する学習 3 2 3

小計 213 194 228

市民の学習活動への支援 9 9 9

学習成果の発表の機会の確保 15 16 9

小計 24 25 18

455 432 485

幅広い学習ニーズに合わせた講座 23 26 23

生涯学習センターをPRするために有効なイベント 7 4 4

生涯学習の発信拠点としての展示 3 3 3

小計 33 33 30

488 465 515

自主事業

指定管理事業＋自主事業　合計

指定管理事業　計

事業名

生涯学習に
関する講座・
講演会

指導者の
養成

メディア学習
事業

生涯学習
活動の支援
に関する
事業
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政策評価シート    ３－２ 生涯を通じた学びとスポーツ活動を支える 

 

 

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29

公民館利用者数 1,173,183人 1,185,863人 1,140,863人 1,168,942人 1,137,679人 1,106,305人 1,094,425人

主催講座開催数 792件 825件 782件 779件 811件 763件 787件

主催講座延べ受講者数 47,121人 48,363人 44,284人 42,190人 34,334人 37,667人 36,932人

１講座当たりの受講者数 59人 59人 57人 54人 42人 49人 47人

稼働率（調理室除く） 45.0% 44.4% 43.9% 45.2% 45.0% 46.8% 46.8%

出典：市生涯学習振興課「千葉市の社会教育」より抜粋

②その他の状況 

・民間カルチャーセンターや社会通信教育事業者は、民間の柔軟な発想による多様で創意にあ

ふれる学習の機会を提供している。 

・公民館では企業のCSR(社会貢献)活動やNPO法人等の協力により一部の講座を実施している。 

・公民館の学習活動が民間カルチャーセンターの学習と異なるところは、学習を単に個人の満

足にとどめず、学習の成果をボランティア活動や地域づくりに生かし、地域社会に還元する

ことを目的としているところである。 

（ウ）考察 

・「趣味に関するもの」「仕事や資格取得に役立つもの」ともに否定的に評価されたが、特に「仕

事や資格取得に役立つもの」について明確に否定された。１０代～５０代での否定的反応が

強いことから、働いている世代のニーズに十分対応できていない可能性がある。 

・現在、公民館で実施している講座は、主に平日昼間に実施しており、勤労世代に対する工夫

が少ない。勤労世代が公民館で学習するため、公共交通機関の利便性の高い公民館での、平

日夜間や土日・休日に講座の実施が必要である。 

・講座内容については、利用者の年齢層を踏まえたニーズを把握し、魅力的な講座を企画する

必要があるとともに、今までの利用者層と異なることから、広報手段も SNSを活用するなど、

工夫が必要である。 

・更には、時間が限られている勤労世代の講座受講者であっても公民館がコーディネート機能

を発揮し、学習成果の地域還元につながるような講座を企画する必要がある。 

 

（２）学ぶための施設 

  ア 公民館 

（ア）市民アンケート結果 

・否定的に評価された（選択割合：否定 42.3％、肯定 39.2%）。 

 ただし、肯定的回答の理由としての選択割合も高い。 

（イ）関連する指標・事業・その他の状況 

①関連する客観指標 

    ・公民館稼働率：46.8%（目標：47.3%） 

     H26末（45.2%）から増加したものの、目標達成に至らなかった。 

    ・公民館稼働率については、概ね横ばい。夜間利用が少ない。一方、利用者数、主催講座延べ

受講者数、１講座当たりの受講者数は逓減傾向（図表３）。 

 

 

 

 

 

【図表３】公民館利用者数推移 
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政策評価シート    ３－２ 生涯を通じた学びとスポーツ活動を支える 

 

 

②関連する事業 

    （計画事業） 

・「公民館の改築（犢橋公民館・犢橋市民センターの改築）」: [達成] 

     老朽化した犢橋公民館と、近隣の犢橋市民センターを合築により改築。目標通り実施。 

    ・「公民館の改修」：[達成] 

冷暖房機器改修１館、屋上防水・屋根改修６館を目標通り実施。 

（ウ）考察 

・公民館の利用者の中心である高齢者数は増加しているが、稼働率は横ばい、利用者数や主催

講座の受講状況については減少傾向にある。このような状況から公民館が魅力的なサービス

や施設環境を提供できていないことが考えられ、このことが市民の否定的実感につながって

いると考えられる。 

・H30 からの指定管理者制度導入を機に、職員のスキルを向上させ、市民サービスの向上につ

なげることが必要。 

  

18



 

政策評価シート    ３－２ 生涯を通じた学びとスポーツ活動を支える 

 

 

イ 市立図書館 

（ア）市民アンケート結果 

・肯定的に評価された（選択割合：肯定 57.7％、否定 29.7%）。 

（イ）関連する指標・事業・その他の状況 

①関連する客観指標 

・「1人あたり貸出図書冊数」：4.7冊（目標：5.4冊） 

     H26末（5.0冊）から増加を目標としたが、減少した。 

     全国的にも本市と同様に減少傾向にあるが、全国平均より本市の方が低い（図表４）。 

 なお、１人あたりの貸出冊数の減少は、主に一般図書の貸出冊数の減少によるところが大き

い（図表５）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表５】一般図書及び児童書の貸出冊数と割合の推移（単位：冊、％）） 

（出典）中央図書館管理課調べ 

【図表４】人口 1 人あたり貸出点数※の経年比較（年度別）  （単位：冊） 

（出典）中央図書館管理課調べ 

19



 

政策評価シート    ３－２ 生涯を通じた学びとスポーツ活動を支える 

 

 

②関連する事業 

    （計画事業） 

・図書館分館の整備：みずほハスの花図書館供用開始（目標：供用開始）[達成] 

・図書館サービスポイントの設置：1か所（目標：1か所）[達成] 

・図書館開館日の拡大：0館（目標：1館） 

・図書館開館時間の拡大：0館（目標：3館） 

・「ファミリー読書の日」の制定：制定（目標：制定）[達成] 

・「読書ノートの配布」：就学前、小学１～６年生に配布（目標：小学１～６年生に配布）[達成] 

・「図書館システムの再構築」：新システム運用（目標：新システム運用）[達成] 

③その他の状況 

    ・H29 に開設した「みずほハスの花図書館」（中央図書館に含む）を除くと、既存各館におけ

る貸出冊数・来館者数は逓減傾向にある（図表５－１、５－２）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ウ）考察 

    ・みずほハスの花図書館の供用開始や図書館サービスポイントの設置などによる利便性向上と

いった市の取組みが、市民の肯定的な評価につながったと考えられる。 

・一方、将来的な人口減少やインターネットなどの情報通信技術の進展等を踏まえ、今後の図

書館施設の規模や利用者の肯定的実感につながる質の向上を図るためのサービス提供方法

について検討していくことが必要。 

 

館名 Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９

中央図書館 767,191 762,710 742,678 727,775 939,445

みやこ図書館 227,163 226,800 222,750 215,293 212,039

花見川図書館 207,653 205,735 200,217 187,118 177,852

稲毛図書館 264,582 270,972 276,511 267,963 262,818

若葉図書館 275,053 261,682 268,425 250,965 244,338

緑図書館 431,125 452,522 441,698 429,763 412,105

美浜図書館 513,459 511,143 508,083 499,370 489,005

合計 2,686,226 2,691,564 2,660,362 2,578,247 2,737,602

（出典）中央図書館管理課調べ 

【図表５－２】所蔵資料貸出点数の推移（図書資料（逐次刊行物を含む）＋視聴覚資料）） 

（出典）中央図書館管理課調べ 

【図表５－１】各図書館（分室を含む）の来館者数推移 
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政策評価シート    ３－２ 生涯を通じた学びとスポーツ活動を支える 

 

 

≪スポーツ≫ 

（１）スポーツができる施設 

  ア 野球場  イ テニスコート  ウ 体育館  エ プール 

（ア）市民アンケート結果 

・「野球場」「テニスコート」 …いずれも肯定的に評価された。 

（選択割合【野球場】：肯定 32.2％、否定 13.0% 【テニスコート】：肯定 34.3％、否定 19.8%）。 

・「体育館」「プール」… いずれも否定的に評価された。 

 ただし、肯定的回答割合も高い割合で選択されている。 

（選択割合【体育館】：否定 37.2％、肯定 33.6% 【プール】：否定 38.9％、肯定 31.5%）。 

・居住区別では、「プール」について、緑区において否定的回答割合が最も高く、美浜区で肯

定的回答割合が最も高かった。  

（選択割合【プール】緑区：否定 44.2％、肯定 25.6%  美浜区：肯定 38.9%、否定 38.6%）。 

また、「体育館」について、花見川区において否定的回答割合が最も高く、稲毛区で肯定的

回答割合が最も高かった。 

（選択割合【体育館】花見川区：否定 43.0％、肯定 37.5%  稲毛区：肯定 38.7%、否定 40.1%）。 

 

（イ）関連する指標・事業・その他の状況 

①関連する客観指標 

・「スポーツ・レクリエーション活動の参加者数」：4,502,103人（目標:4,478,000人）[達成] 

目標を達成。高洲市民プール・体育館を再整備した高洲スポーツセンター、磯辺第二中学校

跡地を活用した磯辺スポーツセンターの供用開始に伴う体育館利用者の増加（図表６）が主

な要因。 

一方、H29のプール利用者数については、高洲スポーツセンタープールの供用開始に伴い 1.4

万人増加したものの、北谷津温水プールの工事に伴う一時休業や天候による影響を受け、前

年度に比べて減少した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）スポーツ振興課調べ 

千人 千人 

【図表６】千葉市スポーツ施設利用者数推移 

21



 

政策評価シート    ３－２ 生涯を通じた学びとスポーツ活動を支える 

 

 

②関連する事業 

    （計画事業） 

・「高洲市民プール・体育館の再整備」：H29から利用開始（目標：利用開始）[達成] 

・「磯辺スポーツ広場の整備」：H29から利用開始（目標：利用開始）[達成] 

・「昭和の森（テニスコート・球技場フェンス更新）」：H29更新完了（目標：H29更新）[達成] 

・「青葉スポーツプラザ（野球場整備）」：H29更新完了（目標：H29更新）[達成] 

・「蘇我スポーツ公園 フクダ電子グラウンド」：H27・29供用開始 

  施設整備に関する計画事業について、目標事業量を達成した。 

③その他の状況 

 ・居住区ごとのスポーツ施設の設置状況を見ると、一部（プール、球技場）を除き、各区に複

数が設置されている（図表７）。  

 ・アンケートにおける居住区別の傾向と、区別施設数の直接的な相関は見られない。 

 

 

 

 

 

 

（ウ）考察 

・「野球場」「テニスコート」について、施設の整備・更新の状況が市民の肯定的な評価につな

がったと考えられる。 

・「体育館」「プール」について、否定的回答の理由についてアンケートでは把握できていない。

なお、体育館・プールとも肯定的回答の選択割合が高かったことについて、高洲スポーツセ

ンターや磯辺スポーツセンターの供用開始が影響した可能性がある。 

・主なスポーツ施設については各区とも概ね設置済みであることから、将来の人口減少を踏ま

えた総量コントロールを念頭に置きながら、利用者の肯定的実感につながる質の向上を図る

必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表７】主なスポーツ施設数（令和元年６月現在） 

合計 中央区 花見川区 稲毛区 若葉区 緑区 美浜区

体育館 19 4 3 4 2 3 3
プール 10 2 1 0 2 2 3

テニスコート 17 3 3 3 3 3 2
野球場 23 3 4 2 4 3 7
球技場 6 2 1 0 1 0 2

（出典）千葉市ホームページより集計 
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政策評価シート    ３－２ 生涯を通じた学びとスポーツ活動を支える 

 

 

（２）スポーツ観戦・体験の機会 

  ア 地元スポーツチームの試合を観戦できる機会 

（ア）市民アンケート結果 

 ・肯定的に評価された（選択割合：肯定 39.2%、否定 15.9%）。  

（イ）関連する指標・事業・その他の状況 

①関連する客観指標 

・「ホームタウンチームとの連携事業応募者数」：7,885人（目標：10,000人）[未達成] 

 H26末（9,037人）から減少し、目標達成に至らなかった。 

     各年度とも応募数は募集数を上回っているものの、H27年度をピークに減少。（図表８）。 

     応募方法が往復はがきのみであることや、優待内容の魅力度が影響している可能性がある。

また、チームの成績など外部要因の影響を受けている可能性もある。 

 

 

 

 

②関連する事業 

    （計画事業） 

 ・「ＱＶＣマリンフィールドの充実」 

スコアボード改修、バックネット交換、照明灯改修、中継モニタ改修（身障者席増席の設計

のみ未達成） 

（ウ）考察 

 ・本市には地元のプロ・実業団チーム（１４チーム）が存在しており、野球、サッカーをはじ

めとする多様な競技を観戦する機会に恵まれていることが、市民の肯定的回答につながって

いると考えられる。 

    ・一方、目標未達成となったホームタウンチームとの連携事業応募者数については、恵まれた

環境を活かし、ファンの定着や裾野を広げるうえで重要な取組みであることから、応募しや

すい環境整備や、優待メニューの一層の充実を図る必要がある。 

 

 イ スポーツイベント 

（ア）市民アンケート結果 

 ・否定的に評価された（選択割合：否定 34.9%、肯定 17.5%）。 

（イ）関連する指標・事業・その他の状況 

①関連する客観指標 

・「スポーツ・レクリエーション活動の参加者数」：4,502,103人（目標:4,478,000人）[達成] 

  主としてスポーツ施設利用者の増加に伴い、目標を達成。 

一方、スポーツ行事等参加人数の推移（図表９）をみると、H27 から継続して減少。小学校

募集 応募 募集 応募 募集 応募 募集 応募 募集 応募

5,942 9,663 6,093 9,037 6,124 10,383 3,920 9,447 5,411 7,885

H25 H26 H27 H28 H29

【図表８】ホームタウンチームとの連携事業応募者数推移 

（出典）観光ＭＩＣＥ課調べ 
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地区における体育行事の参加者数の減少が主な要因となっており、運営を担うスポーツ推進

委員等の高齢化が背景にあると考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②関連する事業 

    （計画事業） 

    ・「スポーツ大会・イベントの誘致推進」：１５件（目標：２件）[達成] 

「全日本新体操選手権大会」「東アジアサッカー選手権大会 2017 決勝」など、新規大会を

継続的に誘致できており、目標を達成した。 

 

（ウ）考察 

・市内で実施されているスポーツ行事等の参加人数が減少しており、高齢化による参加者の減 

少や若年層の参加が進んでいないことが一因と考えられる。 

・スポーツ・レクリエーション活動の参加者数は目標どおり増加しており、スポーツ行事等に

関する潜在需要は存在すると考えられることから、参加意欲を高める企画などの検討が必要。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表９】スポーツ行事等参加人数の推移 

（出典）スポーツ振興課調べ 

24



 

政策評価シート    ３－３ 文化を守り、はぐくむ 

 

 

※目標達成状況 「達成」 ：目標達成率 100％以上  「概ね達成」：目標達成率 80%以上 100％未満   「未達成」 ：目標達成率 80％未満 
※目標達成率 ＝ （H29末値 - H26末値）／（H29目標値 - H26末値）×100 

１ 評価結果 

（１）客観指標（詳細は別添「行政活動実績評価シート」参照） 

   ・全４指標中、目標達成：１指標、未達成：３指標となった。 

   ・「文化財施設入館者数」は、増加を目標としたが、減少した。 

・一方、「博物館の入館者数」は、目標を２．２倍と大きく上回って達成した。 

 ⇒市の取組みは、一部で進捗がみられたものの、順調ではなかった。 

 

 

 

（２）市民アンケート 

ア 全体傾向 

・市民の約４割の人が肯定的に評価した。 

 ⇒市民からは、ある程度の評価が得られた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｎｏ 指標名 単位 H26末値 H29目標値 H29末値 目標達成状況※

68
文化施設（市民会館・文化センター・文化ホー

ル）利用者数
人 695,100 758,200 716,563 未達成

69 千葉市美術館利用者数 人 217,452 202,400 171,606 未達成

70 文化財施設入館者数 人 23,199 24,400 18,812 未達成

71 博物館の入館者数 人 46,993 58,000 132,738 達成
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政策評価シート    ３－３ 文化を守り、はぐくむ 

 

 

イ 肯定／否定と感じた理由 

主な項目 

  ○＋：美術鑑賞の機会、市立美術館の鑑賞・活動環境 

  ○－：音楽鑑賞の機会、舞台鑑賞の機会、舞台に関する活動の機会 

 

  

※このグラフは施策の柱の生活実感指標ごとに、肯定／否定と感じた理由を選択した割合を示す（複数回答）。 

「肯定」の母数は生活実感指標設問における肯定的回答者、「否定」の母数は同否定的回答者。 

（出典）H30年度千葉市まちづくりアンケート 
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政策評価シート    ３－３ 文化を守り、はぐくむ 

 

 

２ 分析・考察 

・市民アンケートで肯定／否定の選択の理由として挙げられた主な項目について、関連する指標、 

事業及びその他の状況等を踏まえ、総合的に分析・考察する。 

（１）好きな分野を鑑賞できる機会 

  ア 音楽鑑賞の機会 

  イ 美術鑑賞の機会 

  ウ 舞台鑑賞の機会 

    エ 市立美術館の鑑賞・活動環境（関連項目として一括記述） 

（ア）市民アンケート結果 

・「美術鑑賞の機会」が肯定的に評価された。 

  （選択割合：肯定 47.0％、否定 40.9％） 

なお、「市立美術館の鑑賞・活動環境」は肯定的に評価された。 

    （選択割合：肯定 38.7％、否定 18.9％） 

・一方、「音楽鑑賞の機会」、「舞台鑑賞の機会」は否定的に評価された。 

（選択割合：【音楽鑑賞】否定 53.6％、肯定 44.1％【舞台鑑賞】否定 52.4％、肯定 10.3％） 

    ・年代別にみると、肯定的評価となった美術鑑賞では、６０代以上で肯定的回答の選択割合が

高い。一方、否定的評価となった音楽鑑賞では、１０～６０代の幅広い世代で否定的回答の

選択割合が高い（図表１、２）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （イ）関連する指標・事業・その他の状況 

①関連する客観指標 

・「文化施設（市民会館・文化センター・文化ホール）利用者数」：716,563人（目標：758,200人）[未達成] 

     全体としては、市民会館の吊天井改修工事に伴う休館の影響により H27年度に大きく減少し、

その後は増加傾向。 

     H29年度は、全体として対 H26年度比＋21,463人増としたものの、文化センターの昇降機設

備改修工事に伴う休館の影響で前年度から微増に留まり、目標未達成となった（図表３・４）。 

【図表２】年代別肯定・否定割合（音楽鑑賞） 【図表１】年代別肯定・否定割合（美術鑑賞） 

（出典）H30年度千葉市まちづくりアンケート （出典）H30年度千葉市まちづくりアンケート 
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【図表３】施設別利用者数（人）の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表４】施設別休館状況 

 

 

 

 

 

  ・「千葉市美術館入館者数」：171,606人（目標：202,400人）[未達成] 

    全体としては、H25年度に大きく増加し、その後は減少傾向。H25年度は、「仏像半島」など集

客力の高い企画展の開催と、県立美術館の耐震改修工事（H25年 1月～H26年 12月）に伴う貸出

諸室の一時的な利用増が重なり、大幅な増加となった。（図表５、６）。 

   【図表５】千葉市美術館利用者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施設名 休館状況 期間

市民会館 吊天井改修工事により、全館休館

文化センター 昇降機設備改修工事により、文化ホール休館

若葉文化ホール 空調設備改修により、全館休館

H27.10～H28.3

H29.10～H30.3

H26.11～H27.3

（出典）文化振興課調べ 

※１　貸出施設：市民ギャラリー、講堂、講座室、さや堂ホール

※２　その他利用者：図書室、講座・講演会等、ｺﾝｻｰﾄ・ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ、学校ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ・ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟの利用者

（出典）文化振興課調べ 

（出典）文化振興課調べ 
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【図表６】観覧者数の多かった上位１０企画展（H24～H29） 

 

 

 

 

 

 

 

 

③その他の状況 

    ・本市「資産の総合評価（H25 年度）」によれば、文化ホールの利用傾向について、分野では

全体として音楽が最も多く、舞台芸術もそれなりの利用割合があるものの、コンサートなど

有料イベントの比率は多くても 20%程度と少なく、発表会やコンクール、研修会などの関係

者利用が利用の多くを占めている。 

    ・市有文化ホールは、京葉銀行文化プラザ音楽ホール（Ｒ元年８月現在、施設売却に伴い閉鎖

中）、美浜文化ホール（うち音楽ホール）の２館が音楽専用ホールとなっており、それ以外

は音楽・舞台兼用ホールである。 

    ・音楽鑑賞については、ベイサイドジャズ千葉やワンコインコンサートなどの取組みに加え、

「ＪＡＰＡＮ ＪＡＭ」や幕張メッセで行われる音楽イベントなど、ホール利用にとどまら

ない様々な音楽鑑賞の機会を提供している。 

    ・舞台芸術については、小中学生や高校生を対象としたワークショップの実施や、音響・照明

など舞台芸術に必要な人材を育成するセミナーの開催などを行っている。 

    ・別の市民意識調査では、「今後鑑賞してみたいと思うもの」として「音楽（53.2％）」が最も

多く、次いで「演劇（43.9％）」、「伝統芸能・文化（43.3％）」となっている。その内訳をみ

ると、音楽はクラシック、演劇はミュージカル、伝統芸能・文化は歌舞伎がそれぞれトップ

であった（図表７）。 

    ・文化芸術活動を充実させる事業として、千葉市美術館における「高校生美術体験プログラム」

や千葉市文化センターにおける「創作市民ミュージカル」「舞台芸術創造ワークショップ」

がある。 

 

 

 

 

 

 

 

順位 企画展 観覧者数（人） 年度

1 仏像半島－房総の美しき仏たち 37,745 平成２５年度

2 川瀬巴水展 27,283 平成２５年度

3 ボストン美術館所蔵　鈴木春信展 24,809 平成２９年度

4 蕭白ショック！曾我蕭白と京の画家たち 19,945 平成２４年度

5 開館２０周年記念　ドラッカー・コレクション　珠玉の水墨画－「マネジメントの父」が愛した日本の美－ 19,372 平成２７年度

6 開館２０周年記念　没後２０年記念　ルーシー・リー展 18,768 平成２７年度

7 赤瀬川原平の芸術原論　1960年代から現在まで 18,127 平成２６年度

8 彫刻家・高村光太郎展 16,195 平成２５年度

9 生誕１４０年　吉田博展 15,971 平成２８年度

10 第４６回千葉市民美術展覧会 15,860 平成２６年度

（出典）文化振興課調べ 
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政策評価シート    ３－３ 文化を守り、はぐくむ 

 

 

 

        【図表７】今後鑑賞してみたいと思うもの 

 

 

 

（ウ）考察 

    ・「美術鑑賞の機会」については、肯定的に評価された一方、否定的回答も４割を超えており、

市民の実感が分かれた。否定的回答の具体的理由はアンケートでは把握できないものの、「市

立美術館の鑑賞・活動機会」について特に６０代以上で肯定的に評価されていることを踏ま

えると、浮世絵や日本の近現代美術を主軸とする市立美術館（・県立美術館）でカバーして

いないジャンルを市内で鑑賞できないことに対する不満や、様々な美術館が立地する都内で

の鑑賞環境との比較による不満などが可能性として考えられる。 

    ・「音楽鑑賞の機会」、「舞台鑑賞の機会」については、否定的に評価された。 

否定的回答の具体的な理由はアンケートでは把握できないものの、幅広い世代で否定的に評

価されていること、また文化ホールの有料イベントが少なく、多くを関係者利用が占めてい

る状況を踏まえると、鑑賞機会の頻度について否定的に捉えられている可能性がある。 

・加えて、音楽鑑賞の機会提供としてホール以外でのイベントも多く開催していることや、今

後鑑賞したいと市民が思う「ミュージカル」や「歌舞伎」を上演可能なホールが限られるこ

とが、舞台より音楽の肯定的回答の割合が高かった一因となっている可能性がある。 

    ・鑑賞の機会については、市民のニーズを見極めながら提供していく必要がある。また、市民

が好きな分野の活動ができる機会については、市民が参加・体験できる講座等や、その活動

を支援する市の取り組みを拡充することが必要。 

 

 

 

（出典）千葉市文化芸術振興計画策定に関わる市民意識調査（H２７年３月） 

30



 

政策評価シート    ３－３ 文化を守り、はぐくむ 

 

 

 

（２）好きな分野の活動ができる施設 

  ア 舞台に関する活動の機会 

（ア）市民アンケート結果 

   ・否定的に評価された（選択割合：否定 23.4％、肯定 4.3％） 

   ・音楽、美術に関する活動機会についても、否定的に評価された。 

なお、音楽・美術は、肯定・否定が僅差であるのに対し、舞台は、否定が音楽・美術と同程度

である一方、肯定は 4.3％と極端に少ない結果となった。 

（イ）関連する指標・事業・その他の状況 

①関連する客観指標 

設定なし 

②関連する事業 

    （計画外事業） 

   ・公民館、コミュニティセンター、文化ホール等の諸室貸出しによる活動場所の提供 

③その他の状況 

   ・主な活動場所について、別の市民意識調査では、「自宅・または仲間の家（29.4％）」が最も多

く、次いで「公民館（16.2％）」「コミュニティセンター（11.6％）」となっている（図表８）。 

・一方、文化・芸術団体に対する調査では、主な活動場所は「公民館」、「コミュニティセンター」

の順に高い。また、活動を行う上での課題として「稽古場・練習場・創作活動の場が少ない

（40.0％）」が最も多い（図表９）。なお、H29の公民館の稼働率（関連客観指標 No.61）は 46.8％

であり、H26末値比で 1.6ポイント上昇した。 

      【図表８】活動を行っている主な場所 

 

 

16.2 

9.2 

8.3 

5.9 

11.6 

9.6 

5.0 

29.4 

2.6 

9.2 

4.6 

30.4 

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

N=302

１．公民館

２．ホール

３．文化施設の会議室、スタジオなど

４．美術館のギャラリーなど

５．コミュニティセンター

６．民間のスタジオ

７．学校施設（体育館など）

８．自宅・または仲間の家

９．路上や広場、公園など

1０．その他

11．特にない

無回答

（出典）千葉市文化芸術振興計画策定に関わる市民意識調査（H２７年３月） 
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政策評価シート    ３－３ 文化を守り、はぐくむ 

 

 

 

        【図表９】文化芸術活動を行う上での課題 

 

 

 

（ウ）考察 

   ・好きな分野の活動ができる施設について、市では公民館をはじめとする公共施設の貸出しを中

心に市民の活動場所を提供しているところであるが、別の市民意識調査によれば、公共施設は

中心的な活動場所である一方、団体活動の場が少ないことが課題として指摘されており、曜

日・時間帯等による利用集中などを背景とした活動場所の不足感があるものと考えられる。 

・そのようなことが、音楽・美術・舞台ともに否定的に評価された背景として考えられる。 

・なお、舞台活動について特に肯定的回答割合が低かった理由はアンケートでは把握できないも

のの、活動している、あるいは活動に関心を持つ母集団の差が影響を与えた可能性がある。 

・活動している市民、団体のニーズを把握し、施設の更新・改修のタイミングで需要の高い諸室

の増設（需要の低い諸室の廃止）を図るなど、柔軟な対応による活動場所の提供が必要。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

選択肢 件数 割合
１．ホールやギャラリーなどの発表・展示の会場
　　が少ない

3 15.0

２．発表や展示をする会場施設の使い勝手が悪い 3 15.0
３．地域との交流が少ない 1 5.0
４．施設はあるが、設備が足りない 4 20.0
５．他の団体との交流が少ない 1 5.0
６．稽古場・練習場・創作活動の場が少ない 8 40.0
７．文化活動の広報の場が少ない 3 15.0
８．文化活動を行うひとづくりが不足している 5 25.0
９．発表・展示の会場費用が高い 5 25.0
１０．活動資金が少ない 5 25.0
１１．その他 6 30.0

合計 20

（出典）千葉市文化芸術振興計画策定に関わる市民意識調査（H２７年３月） 
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政策評価シート    ３－４ 多彩な交流・連携により新たな価値を創る 

 

 

※目標達成状況 「達成」 ：目標達成率 100%以上  「概ね達成」：目標達成率 80%以上 100%未満   「未達成」 ：目標達成率 80%未満 
※目標達成率 ＝ （H29末値 - H26末値）／（H29目標値 - H26末値）×100 

１ 評価結果 

客観指標（詳細は別添「行政活動実績評価シート」参照） 

   ・全３指標中、目標達成・概ね達成をあわせ２指標（うち達成１、概ね達成１）、未達成１指標と

なった。 

    ⇒市の取組みは、全体として進捗が見られたものの、必ずしも順調ではなかった。 

 

 

 

 

２ 分析・考察 

・客観指標の未達成項目を中心に分析・考察を行い、課題を導出する。 

（１）国際化の推進 

（ア）関連する指標・事業・その他の状況 

①関連する客観指標 

・「国際交流ボランティア斡旋件数」：710件（目標：720件）［概ね達成］ 

・「千葉市国際交流プラザの利用者数」：21,003人（目標：26,194人）［未達成］ 

     目標未達成。 

・H28 年 8 月に、日本語学習支援を、外国人が地域の構成員として社会参加することを目的と

する利用に絞る等の変更行ったほか、また、日本人ボランティアにも所定の講座受講後に活

動することを必須としたことから、利用人数が減少した（図表１）。 

外国人相談の減少は、施設への行き方など、簡単な情報提供を求める相談の減少によるとこ

ろが大きいと考えられる。 

 

 

 

 

 

 

施策 Ｎｏ 指標名 単位 H26末値 H29目標値 H29末値 目標達成状況※

72 国際交流ボランティア斡旋件数 件 573 720 710 概ね達成

73 千葉市国際交流プラザの利用者数 人 23,034 26,194 21,003 未達成

大学・企業等との連携の推進 74 市と大学が連携して実施した取組数 件 162 200 220 達成

国際化の推進

【図表１】国際交流プラザ利用人数推移 
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政策評価シート    ３－４ 多彩な交流・連携により新たな価値を創る 

 

 

②関連する事業 

    （計画事業） 

    ・「姉妹・友好都市交流」：7市（目標：7市）［達成］ 

     アスンシオン市（パラグアイ）、ノースバンクーバー市（カナダ）、ヒューストン市（アメリ

カ合衆国）、ケソン市（フィリピン）、天津市（中国）、モントルー市（スイス）、蘇州市呉江

区（中国） 

    ・「青少年交流」：3市（目標：3市）［達成］ 

    ・「国際交流ボランティアリーダー会議の開催」：5回/年（目標：3回/年）［達成］ 

    ・「国際交流ボランティア講座の開催」：2コース/年（目標：1コース/年）［達成］ 

    

③その他の状況 

     ・市民アンケートによると、この１年間で実際に「外国人を支援する活動」を行った市民は  

４．４％であったのに対し、今後やってみたい活動として１０％の市民が「外国人を支援す

る活動」を挙げており、外国人支援への関心やポテンシャルとともに、実際の活動に至るま

でのハードルがあるものと考えられる。 

 ・外国人市民数は、東日本大震災の影響により、H24にいったん減少したが、その後は、増加

傾向にある（図表２）。国際交流プラザは、利便性向上と利用者増を目指して、H30 年 4 月

に中央コミュニティーセンターに移転。 

 

 

 

 

                         

（イ）考察 

国際交流プラザの利用者数は、日本語学習支援に係る適正化などにより減少した。 

今後、外国人市民のさらなる増加が見込まれる中、多文化共生社会の実現に向け、適切な支

援を行えるよう、国際交流プラザの認知度向上や、外国人市民のニーズの把握した各種事業

を展開し、同プラザの利用者増を図る必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表２】外国人市民数（３月末時点） 

出典：（公財）千葉市国際交流協会事業報告

年度 23 24 25 26 27 28 29

人 21,372 19,998 20,288 21,214 21,934 23,105 24,704

（出展）千葉市調べ 

34



 

政策評価シート    ３－４ 多彩な交流・連携により新たな価値を創る 

 

 

（２）大学・企業等との連携の推進 

（ア）関連する指標・事業・その他の状況 

①関連する客観指標 

・「市と大学が連携して実施した取組数」：220件（目標：200件）［達成］ 

 目標値を上回って達成。 

総合大学である千葉大学、および H29年度に包括連携協定を締結した淑徳大学との取組数が

大きく増加。（図表３） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②関連する事業 

    （計画事業） 

・「大学生の市内企業への雇用促進」：インターンシップ 144 社/年（目標：60 社/年）［達成］ 

・「各大学への市内企業データの提供」：提供（目標：提供）［達成］ 

（計画外事業） 

・「千葉市・大学等共同研究事業」：6件（2件/年） 

・「千葉市・大学連絡会議」：１回/年 

 

（イ）考察 

・本市には高度な専門性や人的資源を有する多くの大学等が立地しており、様々な分野におい

て連携を図っている。 

・引き続き大学等の知見を活用するとともに、研究の実証フィールドや学生の活躍の場など、

多様な連携による相互補完的な関係を深めていく必要がある。 

・今後も、多様化・複雑化する地域課題の解決に向け、産学官連携の取組みが必要。 

 

（出典）千葉市調べ 

【図表３】千葉市・大学等連絡会議に参加する大学等との連携状況（単位：件） 

※複数の大学での取組はそれぞれの大学に算入 
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政策評価シート    ３－５ 市民の力をまちづくりの力へ 

 

 

※目標達成状況 「達成」 ：目標達成率 100％以上  「概ね達成」：目標達成率 80%以上 100％未満   「未達成」 ：目標達成率 80％未満 
※目標達成率 ＝ （H29末値 - H26末値）／（H29目標値 - H26末値）×100 

１ 評価結果 

（１）客観指標（詳細は別添「行政活動実績評価シート」参照） 

   ・全６指標中、目標達成：２指標、未達成：４指標となった。 

   ・「附属機関の女性委員の割合」は、増加を目標としたが、減少した。 

   ⇒市の取組みは、一部で進捗が見られたものの、順調ではなかった。 

 

 

≪市民参画≫  ３指標中、目標達成：２指標（No76、77）、未達成：１指標（No78） 

≪男女共同参画≫３指標中、未達成：３指標（No79、80、再掲） 

（２）市民アンケート 

ア 全体傾向 

≪市民参画≫ 

・市民の半数弱が、地域や社会に役立つ活動に関心がある。 

・市民の３割弱が、この１年間に地域や社会に役立つ活動に参加した。 

 

 

 

 

 

 

≪男女共同参画≫ 

・市民の約三分の一が否定的に評価した。（男女間でみると、男性よりも女性が、より否定的に評価

した。）  

 

 

 

 

 

 

⇒市民からは、市の取組みに対し、評価が得られなかった。 

Ｎｏ 指標名 単位 H26末値 H29目標値 H29末値 目標達成状況※

76 千葉市民活動支援センター登録団体数 団体 683 720 756 達成

77 地域運営委員会設置地区数 地区 2 14 14 達成

78 ちばレポのレポート数 件 1,016 1,990 1,504 未達成

79 附属機関の女性委員の割合 ％ 27.3 34.0 26.6 未達成

80 男女共同参画推進事業者登録制度登録件数 件 75 96 80 未達成

再掲 男性が１週間で育児にかかわる時間 時間/週 18 21.5 19.6 未達成
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政策評価シート    ３－５ 市民の力をまちづくりの力へ 

 

 

イ 肯定／否定と感じた理由 

≪男女共同参画≫ 

主な項目 

  ○＋：地域の役員（町内会自治会など）へ就任するにあたっての男女差 

  ○－：女性が結婚や育児をしながら仕事を続けられる環境、女性が結婚や育児で退職しても再就

職できる環境、男性が育児休業取得できる、男女で家事・育児・介護の分担ができている 

 

 

※このグラフは施策の柱の生活実感指標ごとに、肯定／否定と感じた理由を選択した割合を示す（複数回答）。 

「肯定」の母数は生活実感指標設問における肯定的回答者、「否定」の母数は同否定的回答者。 

（出典）H30年度千葉市まちづくりアンケート 
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政策評価シート    ３－５ 市民の力をまちづくりの力へ 

 

 

【図表１】市民がこの 1年間に参加した活動 

２ 分析・考察 

・市民アンケートにおける主な項目について、関連する指標、事業及びその他の状況等を踏まえ、総

合的に分析・考察する。 

≪市民参画≫ 

（１）市民の公益的活動への参加状況 

ア 市民がこの１年間に参加した主な活動 

（ア）市民アンケート結果 

・参加した割合が高かったのは、「環境美化や保全に関わる活動（44.1%）」、「小中学校を支

援する活動（24.5%）」、「防災活動（25.3%）」などであった。 

     ・一方、参加した割合が低かったのは、「外国人を支援する活動（4.4％）」、「消防団の活動

（4.9％）」、「公民館での学びを支援する活動（9.0％）」などであった（図表１）。活動に必

要な専門性が、参加割合の低さに関係している可能性がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※このグラフは、市民がこの１年間に参加した地域や社会に役立つ活動の内訳を示す（複数回答可）。                      

（出典）H30年度千葉市まちづくりアンケート 
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政策評価シート    ３－５ 市民の力をまちづくりの力へ 

 

 

個人での活動
団体（町内自治会・ＮＰ
Ｏ等）を通じての活動

所属先（勤め先、学校
等）を通じての活動

環境美化や保全に
かかわる活動

11.2% 31.4% 6.3%

小中学校を支援する
活動

8.3% 10.1% 8.4%

防災活動 4.2% 20.1% 3.5%

週1回以上参加した 月1回以上参加した
2～3か月に1回程度

参加した
4か月～1年に1回
程度参加した

環境美化や保全に
かかわる活動

6.3% 14.3% 23.8% 55.6%

小中学校を支援する
活動

16.5% 22.4% 24.7% 36.5%

防災活動 5.7% 20.0.% 17.1% 57.1%

   ・参加した割合の高かった「環境美化・保全」、「小中学校の支援」、「防災活動」について、参加 

形態をみると、いずれも団体（町内自治会・ＮＰＯ等）を通じて活動した割合が高く、特に「環 

境美化・保全」「防災活動」では団体による活動が中心であった（図表２）。 

 

 

 

 

 

 

 

・次に、参加頻度についてみると、いずれも「４か月～１年に１回程度参加した」割合が高か

った。また、「小中学校を支援する活動」は、相対的に頻度が高かった（図表３）。 

 

 

 

 

 

 

 

   ・活動への関心と活動参加状況の関係についてみると、活動に関心がある人のうち、実際に活動

に参加したのは 44.5％であった。 

・一方、活動に関心が無い人のうち、16.4％が活動に参加したが、活動頻度をみると、関心があ

る人よりも頻度が低い傾向であった（図表４）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表２】地域や社会に役立つ活動への参加形態（n=1008） 

（出典）H30年度千葉市まちづくりアンケート 

【図表３】地域や社会に役立つ活動への参加頻度(n=3398) 

（出典）H30年度千葉市まちづくりアンケート 

【図表４】活動への関心と活動参加状況 

（出典）H30年度千葉市まちづくりアンケート 
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政策評価シート    ３－５ 市民の力をまちづくりの力へ 

 

 

イ 活動に参加しなかった理由・今後やってみたい活動 

（ア）市民アンケート結果 

・活動に参加しなかったと回答した市民が、不参加の理由としてあげた主なものは、「きっか

けがない（45.9％）」、「時間がない（43.2％）」、「どのように参加したらよいかわからない 

（34.8％）」であった（図表５）。 

 

 

 

 

 

 

 

・活動に参加しなかった市民がやってみたい活動として挙げた主なものは、「環境美化や保全

に関わる活動（18.1%）」、「子育てや子どもの健全な育成を支援する活動（17.2%）」、「文化・

芸術に関わる活動（16.9%）」であった。また、「特にない」が 24.6%であった（図表６）。 

・活動への参加状況（図表１）と比べ、「文化・芸術」が大幅に増加した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表５】参加しなかった理由 

（出典）H30年度千葉市まちづくりアンケート 

(n = 2,247) 

【図表６】活動に参加市民がやってみたい活動 

※このグラフは、１年間に地域や社会に役立つ活動をしなかった市民が、参加したいと感じている活動内容の内訳を示

す。（複数回答可）。                          （出典）H30年度千葉市まちづくりアンケート 
     40



 

政策評価シート    ３－５ 市民の力をまちづくりの力へ 

 

 

（イ）関連する指標・事業・その他の状況 

①関連する客観指標 

・「千葉市民活動支援センター登録団体数」：756団体（目標：720団体）［達成］ 

 保健福祉分野（H26：174団体 → H29：201団体） 

学術文化芸術スポーツ分野（H26：127団体 → H29：147団体）で増加。 

・「地域運営委員会設置地区数」：14地区（目標：14地区）［達成］ 

 H26より、設置推進に向けた補助制度をスタートさせたことにより、地区数が増加。 

・「ちばレポのレポート数」：1,504件（目標：1,990件）［未達成］ 

 H26末（1,016件）より増加したものの、未達成。アクティブユーザー数が少ない。 

・「学校支援地域本部支援件数」：225件（目標：224件）［達成］ 

・「自主防災組織結成率」：63.6%（目標：65.9%）［未達成］ 

・「国際交流ボランティア斡旋件数」：710件（目標：720件）［未達成］ 

・「社会福祉協議会ボランティア登録者数」：9,236人（目標：8,963人）［達成］ 

②関連する事業 

    （計画事業） 

・「地域運営交付金の交付」：10（目標：16） 

目標には届かなかったものの、１０地区が交付金を活用して、地域の実情に応じた地域運営に

取り組んだ。 

・「市民シンクタンクの設置」：モデル事業実施（目標：本格実施） 

   ・「まちづくりポイント付与システムの構築」：検討※（目標：運用開始） 

※H30より実証実験を開始。 

（ウ）考察 

   ・千葉市では、市民参加・協働を推進するため、地域活動や様々な分野における市民活動の支援

をはじめとする多様な取組みを行ってきた。 

・市民アンケートでは、市民の半数弱が地域や社会に役立つ活動に関心があると回答しているも

のの、活動に参加した市民は３割弱にとどまった。 

・活動状況を見ると、町内自治会などの団体を通じた活動が中心であるとともに、活動頻度は必

ずしも高くない。ただし、学校を支援する活動では、個人単位、また高頻度の活動も見られた。 

・一方、活動に関心がありながら活動に参加しなかった市民が過半数に達している。その理由と

して「時間がない」「きっかけがない」「どのように参加してよいかわからない」を挙げ、また

今後参加してみたい活動として「環境美化や保全に関わる活動」、「子育てや子どもの健全な育

成を支援する活動」、「文化・芸術に関わる活動」などの具体的な分野を挙げていることから、

市民の関心や活動意欲が、実際の活動にうまくつながっていないと言える。 

   ・活動に関心がある市民が、時間等に制約がある中でも気軽に活動に参加しやすいような工夫、

あるいはインセンティブといった促進環境を向上させていくことが必要。 
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政策評価シート    ３－５ 市民の力をまちづくりの力へ 

 

 

≪男女共同参画≫ 

（１）地域や職場 

  ア 地域の役員（町内会自治会など）へ就任するにあたっての男女差 

（ア）市民アンケート結果 

・肯定的に評価された（選択割合：肯定 46.3％、否定 22.8%）。 

（イ）関連する指標・事業・その他の状況 

①関連する客観指標 

  設定なし 

②その他の状況 

    ・H29の町内自治会の女性役員割合について、千葉市全体では 33%となった（図表７）。 

     全国政令市平均（H28 21.1%）と比較して、高い割合となっている。 

      

 

 

 

    ・また、千葉市の女性会長率は 11.1%（H29）であった。 

    （横浜市：12.4%（H28）、川崎市：10.3%（H29）、全国政令市平均：7.4%（H28）） 

 

（ウ）考察 

・町内自治会の女性役員割合は３人に１人という状況であり、人口比からみると低いものの、

全国政令市平均との比較では高い。 

・アンケートで肯定的に評価された要因は定かではないが、本市の町内自治会の状況を俯瞰す

ると、加入率の逓減に加え、会員の高齢化といった課題を抱えており、役員をやる意欲があ

る人、また時間的にできる人が限られている状況（なり手不足）があるものと考えられる。 

・そのような中では、これまでの町内自治会活動における経験値や、地域活動に割ける時間の

有無、本人の意思が、性別よりも優先することから、このような背景が市民の肯定的な実感

につながった可能性がある。 

・なお、女性会長比率が女性役員比率に比べ低いのは、地域を代表し、地域の諸問題について

要望や提案を行う会長の役割の大きさなどが影響している可能性がある。 

 

 

 

 

 

 

 

千葉市全体 中央区 花見川区 稲毛区 若葉区 緑区 美浜区

33% 30% 35% 39% 33% 22% 38%

【図表７】自治会の女性役員数割合 

（出典）市民自治推進課調べ 
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政策評価シート    ３－５ 市民の力をまちづくりの力へ 

 

 

  イ 女性が結婚や育児をしながら仕事を続けられる環境 

  ウ 女性が結婚や育児で退職しても再就職できる環境 

（ア）市民アンケート結果 

・いずれも否定的に評価された。（男女間でみると肯定/否定ともに、女性の選択割合が高い） 

（選択割合：「…仕事を続けられる環境」否定 58.6％（男 52.7% 女 62.6%）、肯定 37.4%（男 34.9% 

女 39.8%）） 

（選択割合：「…再就職できる環境」否定 51.0％（男 44.0% 女 55.7%）、肯定 16.5%（男 15.4%  

女 17.5%）） 

（イ）関連する指標・事業・その他の状況 

①関連する客観指標 

・「男女共同参画推進事業者登録制度登録件数」：80件（目標：96件）［未達成］ 

     H26末（75件）から増加したものの、目標達成に至らなかった。 

     事業区分別でみると、「医療、福祉」「卸売業、小売業」の登録件数は２０件を超えているが、

登録件数がゼロの事業区分が存在するなど、事業ごとに偏りがある（図表８）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・「附属機関の女性委員の割合」：26.6%（目標：34.0%）［未達成］ 

本市の女性委員割合は国・政令市平均と比較して低く、H26以降減少傾向にある。（図表９）。 

    ・首都圏政令市の中でワースト１位（図表１０）である（政令市の中でワースト２位）。 

    ・他市の取り組み状況を踏まえ、本市では、H31 年 4 月より、「附属機関への女性委員の登用

促進要綱」を改正し、「女性委員の割合を 38％以上」または、「改選前後で女性委員を１名

増やす」ことを義務付けた。 

 

 

 

 

 

（出典）男女共同参画課調べ 

【図表９】附属機関における女性割合 

（出典）男女共同参画課調べ 

国 政令市平均 千葉市

Ｈ２６ 35.4% 33.5% 27.9%
Ｈ２７ 36.7% 33.8% 27.3%
Ｈ２８ 37.2% 34.7% 27.1%
Ｈ２９ 37.4% 35.3% 26.1%

さいたま市 横浜市 川崎市 相模原市 千葉市

Ｈ２９ 36.6% 40.7% 31.9% 35.0% 26.1%

【図表１０】附属機関における女性割合（首都圏政令市比較） 

（出典）内閣府男女共同参画局 

【図表８】男女共同事業者登録制度登録件数（事業区分別） 

農業・林業 0 金融業・保険業 5

漁業 0 不動産・物品賃貸業 0

鉱業・採石業等 0 学術研究・専門技術サービス業 2

建設業 0 宿泊業・飲食サービス業 6

製造業 1 生活関連サービス業・娯楽業 6

電気・ガス・熱供給業 0 教育、学習支援業 2

情報通信業 3 医療・福祉 24

運輸・郵便業 1 複合サービス事業 2

卸売行・小売業 20 その他 8
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政策評価シート    ３－５ 市民の力をまちづくりの力へ 

 

 

②関連する事業 

    （計画事業） 

・「ちば男女共同参画基本計画」：策定（目標：策定）［達成］ 

    ・「公的証明書における性別欄の廃止」：10件（目標：8件）［達成］ 

・「性暴力被害相談」：［未達成］ 

「専門カウンセラーモデル配置」を目標としていたが、専門機関の相談体制が整備されたこ

とに伴い、当該機関との周知・連携を図った。 

・「セクシャルマイノリティー専用相談窓口の設置」：設置（目標：設置）［達成］ 

既存の相談機関で対応できるように相談員のスキルアップや専門機関との連携を図るとと

もに、H30からはＬＢＧＴ特設専門相談（年３回）を実施した。 

 

③その他の状況 

・ちば男女共同参画基本計画（第４次ハーモニープラン）のアンケート調査によると、職場に

おいて男女平等だと感じる人の割合（H29）は２割弱で、H25比で約 0.6ポイント減少した（図

表１１）。 

・H28実績（29.9%）から減少した。各年度の回答者の年代、属性等による影響が大きいと考え

られる。 

 

 

 

 

 

 

（ウ）考察 

 ・男女共同参画推進事業者登録制度の企業数増は、「女性の登用」や「仕事と家庭の両立支援」

に積極的な企業が増えていることの一端を示しているとも考えられるが、登録企業の事業区

分での偏りや、「職場において男女の地位が平等になっている」と考える人がいまだ２割に

満たない現状が示すように、全体としては、女性が活躍できる環境整備はまだ十分に整って

いないと考えられる。このような状況が、市民の否定的な評価につながっていると考えられ

る。 

 ・千葉市では「ちば男女共同参画基本計画」に基づき、男女共同参画を推進しており、年次報

告書では、235 事業中、222 事業で「効果があった」と自己評価しているものの、計画当初

からH29にかけて改善されていない指標も見られる。こうした指標に対して、原因を把握し、

対応を強化する必要がある。 

・千葉市の附属機関における女性委員の割合は他政令市を大きく下回っている。新要綱に基づ

き、女性委員の割合向上に向けた取組みの推進が必要。 

【図表１１】市民意識調査結果 

（出典）Ｈ２９ちば男女共同参画基本計画 第４次ハーモニープラン年次報告書 

Ｈ２５ Ｈ２９ 最終目標（Ｈ３３）

職場において男女の地位が平等
になっていると考える人の割合

17.7% 17.1% 50.0%
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政策評価シート    ３－５ 市民の力をまちづくりの力へ 

 

 

（２）ワークライフバランスの推進 

  ア 男女で家事・育児・介護の分担ができている 

  イ 男性が育児休業を取得できる 

（ア）市民アンケート結果 

  ・いずれも否定的に評価された。 

（選択割合：「…家事・育児・介護…」否定 48.1％、肯定 22.8%） 

（選択割合：「…育児休業を取得…」否定 37.3％、肯定 13.9%） 

（イ）関連する指標・事業・その他の状況 

①関連する客観指標 

・「男性が１週間で育児に関わる時間」：19.6時間（目標：21.5時間）［未達成］ 

②関連する事業 

    （計画事業） 

・「プレパパママ講座等の開設」：1,087人（目標：993人）[達成] 

・「育児休業取得促進奨励金の助成」：21件（目標：20件）[達成] 

③その他の状況 

・H29ちば男女共同参画基本計画のアンケート調査によると、「男性は仕事、女性は家事・育児」

といった固定的性別役割分担意識を持たない人の割合やワークライフバランスという言葉

の認知度は、H25比で約 22ポイント、約 30ポイント増加した（図表１２）。 

なお、【固定的…持つ人】の割合は、38.9%である。  

・【固定的…持たない人】の割合は目標達成、【ワークライフ…認知度】は概ね達成している。 

 

 

 

 

 

 

    ・市「男性の育児に関するアンケート」によると、男性が育児休業を取得しなかった理由とし

て、「仕事が忙しかった」「職場に育児休業制度がなかった」「職場に育児休業を取得しにく

い雰囲気があった」などが挙げられており、制度・環境両面で男性が子育てする時間を確保

しにくい状況があると考えられる。 

・市は商工会議所の機関紙を通じた啓発を実施しているものの、十分な効果は上がっていない。 

・また、本市の子育て支援事業に対する認知度では、パパスクール、育児休業取得促進奨励金

が低い状況（図表１３）。 

     

プレパパママ講座 28.7% 
パパスクール 3.4% 
男性の育児休業取得促進奨励金 2.0% （出典）男性の育児に関するアンケート 

【図表１３】本市の子育て支援事業の認知度（回答者数：1,169人） 

【図表１２】市民意識調査結果 

（出典）Ｈ２９ちば男女共同参画基本計画 第４次ハーモニープラン年次報告書 

Ｈ２５ Ｈ２９ 最終目標（Ｈ３３）

固定的性別役割分担意識を持た
ない人の割合

25.1% 47.0%
持たない人の

割合が持つ人
を割合を上回る

ワーク・ライフ・バランスという言
葉の認知度

36.1% 65.2% 70.0%
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政策評価シート    ３－５ 市民の力をまちづくりの力へ 

 

 

（ウ）考察 

・固定的性別役割分担意識を持たない人の割合やワークライフバランスの認知度はともに向上

しており、男性向けイベントの参加者増とあわせ、男性当事者の家事・育児等への関心・理

解の高まりの一端を示しているとも考えられる。しかし、育児休業のケースに見られるよう

に、育児等に対する理解が、男性当事者のみならず職場や公共の場を含む社会全般の共通認

識として浸透するには至っておらず、このことが市民の否定的な評価につながったと考えら

れる。 

・子育て世帯の男性はもとより、企業の経営者、職場の制度設計・環境づくりに関わる者、公

共の場における市民全般を含め、子育てしやすい環境づくりに向けた働きかけが必要。 
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